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この後のプログラム「談論」につながる
話として、新潟県の経済状況とその中で
私が大事ではないかと感じているトピックに
ついて話をさせていただきたい。

新型ウイルスの世界的感染が拡大して
いるなか、経済の落ち込みが非常に大き
いことは、新聞、テレビ、インターネットの
ニュースなどで日々 ご覧になっておられるこ
とと思う。それがどのような経路で経済に
影響しているのか、どれくらい影響してい
るのか、ということを、まずは整理したい。

新型ウイルスの経済への影響について
は、この場では三つの経路があるという整
理で説明したい。

最初は、国内個人消費の落ち込みで
ある。

感染が拡大する中で人々が外出するこ
とに慎重になると、それに伴って消費活動
が停滞する。個人の消費活動は、財、す
なわちモノを買う行為と、サービスを利用
する行為の大きく二つに分かれる。年初
からの変化を見ると、サービスの消費の方
がモノの消費よりも落ち込みが大きくなって
いる。サービスというのは、基本的には人
と人との接点を伴うものが多い。また、宿
泊、外食、娯楽などは、サービスを利用
すれば楽しかったり、人生が豊かになった
りするものではあるが、生活に必要不可
欠かというと、必ずしもそうではないものも
ある。そうすると、感染リスクが高いと人々
が認識すると、やはりサービスの利用が大
きく落ち込むことになる。落ち込み度合い
は、感染状況と関連しているので、4月、

5月が大きく、その後は極端な落ち込みか
らは脱しているが、まだ水準としては相応
に低い。

一方、財、すなわちモノを買うという行
動は、一言でいえば、4月、5月の落ち込
みは大きかったが、その後については少し
プラスになっている部分もあり、サービスよ
りも回復の度合いが高い。モノを買うこと
でも人と人との接点は生じるが、例えば商
談などであればそれほど人との接点は大き
くなく済ませることができる。また、家電な
どについては、デジタル化に対する需要
が出てくる中で、春先からの落ち込みから
プラスに転じている。

このように、モノの消費をみると、家電
や自動車のように、春先の落ち込みから少
しプラスの方に転じているものが、一つの
グループとしてある。

他方、衣料品は基本的にマイナスに
なっている。例えば、入学式や卒業式が
ない、結婚式がない、あるいは旅行にも
出かけない、ということになると、服を買う
必要性がどうしても薄れてしまう。あるいは、
テレワークやオンライン授業などの普及で
出かける機会が減れば、あまり服を買わな
いことになる。衣料品は外出の減少と関
連するかたちで低迷していると思う。

そうした中で、比較的堅調なのが飲食
料品で、外食の機会が減っている分、スー
パーなどで食材を購入する、あるいは惣
菜を購入するといったことが起き、春先以
降継続的にプラスになっている。このよう
に、一口に「経済が停滞している」と言っ
ても、実はいろいろなことが起きているので

ある。以上が新型ウイルスと経済の影響
の一つ目の話である。

二つ目の経路は輸出である。新型ウイ
ルスの感染拡大が世界的な現象であり、
国内だけではなく世界経済も落ち込んで
いるため、輸出は当然大きな影響を受け
ている。輸出の中でどういう物が影響を受
けたかというと、一番大きかったのは自動
車である。世界的に春先に感染が拡大し
たため落ち込みが大きくなったが、その後
は急激に戻している。感染が緩和されてく
ると人々の活動も回復する傾向にあるし、
生産活動の制約を挽回するための生産
が起こってくることもあって、急回復のよう
なかたちになっている。

情報関連の輸出を見てみると、自動車
と比べるとかなり落ち込みが小さくなってお
り、世界的なデジタル化需要が下支えの
一つになっているということではないかと思
う。

輸出を地域別にみると、落ち込んでい
る地域が多いが、中国は、日本から見て
もいち早く輸出は回復している。中国は感
染が拡大するのも早かったが、感染者が
減少に転ずるのも非常に早かった。中国
企業の生産活動や経済活動が早期に回
復していることは、我が国の輸出にも表れ
ている。

三つ目の経路はインバウンドである。感
染拡大に伴い、基本的には海外からの観
光客がゼロになっていて、今でもほぼゼロ
という状況に変わりはない。したがって、イ
ンバウンドへの依存度が高い業種や地域
は今非常に厳しい状況下にあることにな
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業活動の維持だという話をした。倒産に
ついてデータをみると、例えば新潟の倒産
件数を見ても、基本的には前年比マイナ
スで、全国も同様になっている。経済情
勢が非常に厳しく、戦後最悪の GDP の
落ち込みだと言われる中で、倒産はむしろ
減少している、ということである。

これには大きく二つの要因がある。一つ
は公的機関、あるいは民間金融機関など
による資金繰り面での支援である。これは
実質無利子融資と呼ばれるものが含まれ
ており、当面は利子がなく資金が借りられ
るかたちでの資金繰り支援がいきわたって
いることが一つの要因である。

もう一つは事業者側でも、春先のような
休業の動きが少なくなってきていることであ
る。休業すれば売り上げが立たないので
資金繰りが非常に厳しくなるが、営業を再
開すればなにがしか売り上げも立つし、売
り上げが立てば資金繰りとしてはプラスに
働く。こうした二つの要因により、企業倒
産は、厳しい状況ではあるが何とか踏みと
どまっているというのが、今の全国の状況
である。新潟県についても同じ状況ではな
いかと思う。ただ、経済の落ち込みが長
期化していくと当然企業経営は苦しくなっ
ていくので、これからこういう状況が維持で
きるかは注意深く見ていくべきと思う。

それでは、最近の新潟の経済情勢から
話題を転じて、「経済社会の変化と新潟
の今後」という話で、二つのテーマについ
て、これまでのデータを見ていくのとは少し
違う形で、題材の提供をさせていただきた
い。

まずはデジタル化である。デジタル化は、
今の状況で非常に大事なテーマとしてい
ろいろなところで言われている。ただ、デ
ジタル化と言ってもいろいろな切り口があ
り、例えば新潟ではこういう切り口で考え
たらよいのではないかと、昨年来、自分が
考えてきたことを話させていただきたい。

2015年の国勢調査の結果をもとに、全
国の自治体を人口の順位で並べると、17
位が新潟県新潟市である。そして、新
潟市の人口密度は1,115である。新潟市
というのは、人口が同じような他の自治体

（ 世田谷区15,562、練馬区15,011、堺
市5,602）に比べると、人口密度はかなり

バウンドへの依存度が高い方もいるので、
それらの方が困らないということではない。
同様に、地域によってはインバウンドにこれ
まで力を入れてきた例があるので、そうし
たところではマイナスは大きいということも
同時に申し上げておきたい。

こうした中で、経済全体としての関心は
雇用や倒産がどうなるかということである。
今、経済自体が非常に大きな落ち込みに
見舞われているが、この新型ウイルスの感
染というのはいつか必ず収束するものでも
ある。その時に雇用が失われていたり、あ
るいは企業が減っていたりしたのでは、経
済活動を再開することは難しくなる。した
がって、雇用や企業そのものを維持するこ
とが、今のような経済情勢の時は特に重
要になってくる。

雇用情勢について簡単に触れると、新
潟短観では、過去を見ると全体としては
基本的にずっと人手不足であるという回答
が増えてきていたが、最近は急激に人手
不足であるという回答の割合が減ってい
る。内訳を見ると、例えば宿泊・飲食業は
過去、どちらかというと全産業平均よりも人
手不足であるという回答が多かった。これ
は、接客などでどうしても人手が必要であ
るという産業分野だからであり、建設業に
ついても同様に人手が必要な度合いが高
い分野と言える。小売業なども含め、接客
など機械化や自動化が難しい分野におい
ては、このように人手不足感が強い状況
が続いてきた。

ところが、今回の新型ウイルスの感染拡
大により、宿泊・飲食業では急激に人手
不足から人手が過剰になっている。ただ、
春先の休業要請があった時期に比べれ
ば、そうした状況も下げ止まってきてはい
る。一方、例えば建設業や小売業は、引
き続き人手不足感が強く、その水準は実
は去年とあまり変わりない。したがって、現
在は全体的には人手不足感は急激に下
がり、一部の業種では人手が余剰になっ
ているが、同時に、構造的な人手不足に
直面している産業分野は直近でも存在し
ている。先ほどの大企業、中堅、中小企
業の業況感で説明したのと同じように、業
種や企業規模によってばらつきがみられる
状況になっている。

先ほど、雇用と同じように大事なのは企

る。
大きくいえば、経済への影響は、こうい

う三つの経路によってマイナスの方向に作
用している。そうした状況で新潟県経済が
どうなっているか、話を進めさせていただ
く。

企業全体の業況感は、一言でいえば
全国と新潟とは似たような動きになってい
て、春先の急激な落ち込みからは少し下
げ止まっている、場合によっては持ち直し
ているという状況ではないかと思う。ただ、
水準が低いということも同時に言える。

次に、新潟における業況感を企業規模
別にみると、中小企業の落ち込みが目立
つ。一言でいえば今回のような急激なショッ
クに対して経営規模が小さく、経営体力
が弱い中小企業の方が苦しい状況にな
りやすいということを反映していると思う。
2008年、2009年のリーマンショックの時も
今回と同様に、大企業よりも中堅・中小企
業の落ち込みが顕著になっていた。やは
り経済に大きなショックがかかった時は中
小企業が苦しい状況になりやすい、という
ことが表れていると思う。

今度は業種別の状況を見てみる。総じ
ていえば、3月から6月にかけて大きく落ち
込んだがその後は少し下げ止まっている、
あるいは場合によっては回復している、と
いうことが幅広い業種でみられる。建設業
は、先行きについて少し慎重な見方をして
いるものの、比較的新型ウイルスの影響を
受けづらいということもあり、この間ある程
度の水準を保っている。それ以外のとこ
ろは、やはり大きく落ち込んだ後に少し下
げ止まり、場合によっては緩やかではある
が右肩上がりの見込みになっているのが、
今の状況である。

先ほどインバウンドについて少し触れた
が、新潟とインバウンドについての話をした
い。観光庁によると2019年の宿泊者数に
占める外国人比率は、全国平均で19.4％
である。ただこの19.4％の押し上げに大き
く寄与しているのは京都、大阪、東京な
どで、都道府県で順位をつけて真ん中の
24位をみると、隣の富山県で9.4％になる。
新潟県は36位で4.4％である。インバウンド
に関する落ち込みは県全体の平均として
は比較的小さいことになる。ただ、先に申
し上げたように個々の事業者の中にはイン
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低い。広い土地に住んでいるということで
ある。

次にもう一つのデータとして、高齢化率
（人口に占める65歳以上の人の割合）を
人口の似た他の自治体と比較してみる。
新潟市は27.0である。人口14位の北九
州市が29.3であるが、世田谷区21.6、練
馬区22.1、堺市26.9、浜松市26.4、熊本
市24.2などと比べると、新潟市では高齢
化がより進んでいることが分かる。

もう一つは、1981年以降の気象庁の
記録によると、新潟市は年間の雪日数が
70.8日で、最深積雪は36cm である。雪
が多いという意味で、自然環境が厳しいと
いうことである。また、新潟の夏が暑いこ
とは、私自身も去年、今年と体験したとこ
ろである。新潟は、夏が暑くて冬は雪が
多く、自然環境は厳しいという面がある。

さて、そうした中でのデジタル化の意味
は何かということになる。

今申し上げたようなことを踏まえて、昨
年、機会があって、次のようなことを書か
せて頂いたことがある。
「東京などと比べれば、新潟では金融

機関の店舗（それ以外の店舗もそうかもし
れませんが）が近くにないことも少なくありま
せん。そして、夏の暑さや冬の雪、人口
の高齢化は、いずれも、人を『出掛けづら
くさせる』要因です。とすれば、電子化・
IT 化のメリットは、新潟のような地域でこ
そ大きいはずです。」

ところが、「新潟のような地域でこそメリッ
トが大きい」はずのデジタル化は、本当に
地方で進んでいるのかというと、そうとも言
えないようである。

2018年に日銀でアンケート調査をした
キャッシュレス決済の利用比率を地域別
に見ると、首都圏や関西圏では高い数字
が出ており、それ以外の地域というのは比
較的低く、私が今申し上げた見方とは少
し違う結果になっている。

その背景について考えてみると、地方
には、デジタル化というとどうしても難しいイ
メージを持たれる方が多いということがあ
るように思う。新潟県内で私がデジタル化

間をかけて食事を作る時間がどうしても取
りづらくなるとかいったことが起こってくる。
このような形で、食に関する時間や手間
の節約ニーズが出てくる。こうした動きが、
新型ウイルスの影響と部分的には重なり、
部分的には重ならないところがありながら
今、進んでいるのが食を巡る変化ではな
いかと思う。

食と新潟は、色々な意味で関係が深
い。一つは、新潟は農業が盛んで、農
業生産が多様な地域であるということであ
る。農業の生産という意味で、一つのポ
テンシャルがある。これは新潟のいわば強
み、新潟の特徴の一つである。

二つ目としては、農業だけではなくて工
業生産という話をしたい。

経済産業省の「工業統計」をみると、
新潟県は工業生産に占める食料品の割
合は15.8％であり、全国9.0％に比べて
非常に高い。また、金属製品は新潟県
10.8％、全国は4.8％である。金属製品は
多様なものがあるが、洋食器、刃物、台
所用品、調理用品などもこの中にかなり含
まれている。したがって、実は工業は食に
非常に密接に関係していることも新潟県
の特徴である。

消費者の認知という面ではどうだろう
か。以前、新潟県が実施した消費者へ
の調査の結果をみると、新潟県全体のイ
メージでいちばんよく出てくるのが、県内居
住者であっても、県外居住者であっても、

「米」と「おいしい」ということである。や
はり、新潟は食というイメージは日本の消
費者の間に広く浸透しているようである。こ
こまで見てきたように、①新潟は農業生産
が非常に多様であること、②工業につい
ても農業と非常に関連の深い分野がいわ
ば集積していること、③消費者も「新潟＝
おいしい」というイメージを持っていること
は、新潟のポテンシャルである。現在起こっ
ている食に関する大きな変化の中で新潟
県がどのように対応していくか、新潟の経
済を考えていく上での一つの大きなテーマ
ではないかと思う。

の話をした時に、例えば、「AI のことです
か」と言われたことがある。そういう最先
端のものもデジタル化ではあるが、実際に
は、既にある程度の人が使っているが全
体的には十分には使いこなされていないも
のも多くあると思う。例えば、個人では当た
り前のように利用しているSNSをビジネス
ツールとして情報発信するかどうか、という
こともある。マスコミなどで日々 言われてい
るデジタル化は、ものすごく最先端だった
り、高度な技術だったりするが、こなれた
技術を活用して企業経営に役立てていく
ことも大切だと思う。やはり新潟の自然環
境やあるいは人口の状況なども踏まえると、
こうしたデジタル化を日々 生活の上で役立
てていくことは大事ではないかと考えてい
る。

二つ目のテーマとして「食と農」を取り
上げたい。新型ウイルスの影響について
国内個人消費がどうだったかという話をし
たが、実はこの中に「食」の話が結構出
てくる。外食はもちろんだが、宿泊も食事
を伴うことが少なくない。他方、飲食料品
の消費は、基本的にはこの新型ウイルス
の感染拡大下でもプラスを維持していると
話した。このように、実は新型ウイルスによ
る社会への影響には、食に関するものが
少なくない。今しきりに取りざたされているこ
とは、感染が拡大すると外出しなくなるの
で、外出機会が減少するということである。
ただ、それだけではなく、もっと長い目で見
た社会の変化が食に及んでいるということ
も、同時に言えると思う。

例えば、デジタル化が進んでいく、ある
いはダイバーシティということで多様な方々
が社会の働き手になっていく。具体的に言
えば、在宅勤務をするとか、あるいは、専
業主婦ではなく共働きが増えるといったか
たちで、ライフスタイルが変わっている。あ
るいは、高齢化で高齢単身者が増えてき
てもいる。こういうライフスタイルの変化の
下で、高齢の単身者が毎日、自分だけの
ために手間をかけて食事を作るかというと
そうでもないとか、あるいは、男性も女性も
働くという社会になってくると、わざわざ手
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考え方からそろそろ脱却して、ある意味、
今、世代交代、後継者不足等 も々あるの
で、上手にフェードアウトさせてやる政策と
いう考え方も私は必要なのではないかと思
う。その意味で、新しい産業の方に経営
資源を持っていく、というような発想も必要
なのではないかなと思う。

それから、デジタル化。これも必ず言わ
れる話で、佐久田支店長の言われる「こ
なれた技術を活用して」というのは一つの
大きなポイントになると思っている。

最後に、新潟県の強みというと私も農業
に関係しているので、今回、実は新型ウイ
ルスによる大きな影響を受けないで済んだ
企業の一つである。

生活様式の変容と言われるが、やはり
「密」は非常に楽しいことで、1.5m 離れ
て飯を食べて話をしても、あまり面白くな
い。やはり、食と農の喜びというのはある。
これをもう一度、まさにこなれた技術を用い
て、デジタルとうまくかみ合わせることによっ
て、海外展開を含めた新しい産業に持っ
ていく。そういう発想が必要であると思う。

実際、私はコメの輸出を世界に向けて
しているが実は伸びている。ロックダウン
の3～4月頃は香港、シンガポール向けは
さすがに大きく落ちた。しかし6月頃から需
要が出てきて、前年を上回っている状態
である。特にシンガポールでは需要が非
常に強い。レストランへは全然行かないの
でよくわからないが、コメの輸出というのは

がやはり悩ましいところではないのかなと思
う。

その意味で「Go Toトラベル」、「Go 
Toイート」と、いろいろ不手際があって批
判する人もいるが、地方経済、特に新潟
県にとっては大変大きな効果があったの
ではないかと、私は正直思っている。実
際、いろいろな方の話を聞いても、旅館、
ホテル、レストラン等は確かに高級なところ
から順番に予約が埋まっていくという状況
である。以前はレストランに、いつ行って
も私以外の客は誰もいないという状況が、
現段階では予約が取れないという状態に
なっているので、この効果はあったと思う。
ただ、こうした効果は、全部税金でやって
いるので、無制限にいつまでもできるわけ
ではない。いつかは切れるわけで、出口
戦略というものを踏まえて、これからどうなっ
ていくのかということが今回のテーマになる
だろうと思う。

私は佐久田支店長の話を聞いて三つ
の視点で慧眼だと思った。

気を付けないといけないのは、大企業、
中堅企業、中小企業で格差があるという
ことだ。中小企業は非常に大きく疲弊して
回復も遅い。何か対策を出そうとすると、
中小企業中心の対策ということになる。す
べてを守るというのは不可能である。こん
な言い方をすると誠に悪いが、何でも税金
を払うのは大企業で、恩恵を受けるのは
中小企業、のようなところがある。そうした

河合正弘
はじめに新潟経済同友会吉田代表幹

事から今の佐久田支店長の講演につい
てのコメント、あるいは今の経済状況を、
ビジネス界、企業の立場から考えを伺い
たい。

　

吉田至夫
新潟経済同友会では、幹事会等で加

盟企業から現状について毎回発表しても
らっている。そうした状況を見ると、まさに
今回、佐久田支店長から話していただい
た通りの状況が如実にでてくる。

全体を見回すと新型ウイルスでかつて
ないほど需要が蒸発してしまい、新潟県
経済は非常に大きな打撃を受けている。
特に、新潟経済はじめ地方経済は個人
消費への依存が極めて高い企業が多く、
その影響は大きい。中でもサービス関係
の宿泊などは4月、5月等はまさに売上が
前年比▲95％というところが現実にあっ
た。私の会社も過去に1度だけ売上が前
年比3割落ちたことがあるが、そのときは
本当に大変な苦労をした。売上が前年の
5％とはほとんど経営にならない状況であ
る。

その一方、言いづらいが「コロナ特需」
というか、巣ごもり需要をうまく取り入れて
過去最高益を出している企業が数多くあ
るのも事実である。スーパー関係、米菓、
ホームセンター、それから、リモートワーク
等の影響でノートパソコンの部品などを納
めているところは、ある意味特需に沸いて
いるところもあり、明暗がはっきりしていると
いうのが、今回の特徴だと思う。

リーマンショックのときは、金融危機から
グローバル経済がダメージを受けて、それ
がローカル経済の方に来た。今回はいきな
りローカル経済が疲弊して、グローバル経
済は持ちこたえて、今のところ、以前の金
融危機のところまではいっていないというの
が現状なのだろう。ただ、今は経済対策
等が効いていることも踏まえて、悪いところ
は頑張って回復している。それでも、おそ
らく売上は前年の7割か8割で、以前のよ
うには戻ってはいないだろうと思う。この辺

〈談論〉 新潟県経済の展望
日本銀行新潟支店長  佐久田健司／新潟経済同友会代表幹事  吉田至夫／ ERINA 代表理事・所長  河合正弘
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レストランの需要なので、おそらく高級レス
トランが流行っていると思う。そしてそこに
お客さんが来ているのだろうと思う。

本日の主催者 ERINA の調査研究対
象地域の北東アジアでいうと、モンゴルに
合弁会社で精米工場を持っていて、そこ
へ輸出をしている。モンゴルは1月からロッ
クダウンしているので、むしろ、巣ごもり需
要が非常に早く出て、モンゴル政府の方
からは早くコメを輸出してほしいという要請
を受けた。最後は4月か5月から緊急臨時
の措置として関税をゼロにするので大量に
出してほしいと言われ、今出しているような
状況である。今年はおそらく、過去最高を
記録すると思っている。アニマルスピリット
と言うと昔はずいぶん日本企業の悪口が
言われていたが、こうした良い意味でのア
ニマルスピリットをもって、今の苦境を乗り
切ろうという意思を企業経営者が持って、
ある意味ピンチをチャンスにすることができ
るのではないかな、と思ったりすることがあ
る。

河合　いくつかのお話があったので、私
の方から若干データを示しながら質問もし
ていきたいと思う。

新潟市の Web サイトを見ると市の特徴
がデータに現れている。佐久田支店長が
出されたようなデータもその中に含まれてい
る。例えば、日本には政令市が20ほどあ
るが、その中で新潟市の総人口数は20
の中で下から6番目である。そして、人口
の増減率を見ても下から6番目。新潟市
の人口は平成22年から27年までマイナス
になっている。人口密度は下から5番目。
新潟市の出しているデータを見て、面白い
と思ったのは、持ち家率が政令市の中で
第1位、一戸建ての比率がいちばん高い、
共働きをしている比率がいちばん高い、三
世代所帯の割合を見るとそれもいちばん
高いということだ。新潟市は、持ち家比率
が高く、三世代一緒に住んでおり、共働き
をして皆頑張っておられるということで、住
みやすいところではないか。

もう一つ私が注目したのは、居住外国
人の比率である。新潟市に住んでいる外
国人の比率は20政令市の中で下から2番
目で、非常に低い。佐久田支店長の話に
も出てきたが、インバウンドが大きく減少し、

新潟ももちろん影響を受けているが、日本
全体の中でみると相対的な影響は比較的
限られている。インバウンドがもともと比較
的少なかったということだと思う。これから
は、インバウンドを増やし、居住する外国
人の割合をもっと増やしていくことで新潟市
を活性化できるのではないかと感じた。

佐久田支店長の講演の中で、日銀の
短観資料に企業マインドのデータがあっ
た。全国の企業マインドと新潟県の企業
のマインドは大体同じように動いているが、
新潟の方がいつも全国と比べると下になっ
ている。これはいったいどうしてなのか。
企業マインドを高めていくというのは、な
かなか難しいかもしれないが、理由が分
かればもう少し何かできるのではないかと
思った。

そしてデジタル化についても触れられた
が、デジタル化とは具体的に何をどうやれ
ばいいのか。私は大学で講義をしている
が、コロナ以降オンラインで授業をやるこ
とになった。Zoom はそれまで一回も使っ
たことがなく、今年の4月になって大学から
Zoomを使えと言われて、Zoomを使い出
した。Zoomを使いこなすのに丸一日くら
いかかったと思う。Zoomをやることでオ
ンラインの授業ができる、あるいはリモート
ワークができるというメリットがある。デジタ
ル化をしなさいということはまず、パソコンを
買いなさい、あるいはスマホを買いなさい、
そしてそれを使えるようになりなさい、という
ことが最低条件だと思う。中小企業の方々
にとって、それプラス何をやっていけばい
いのか、何をやることが、デジタル化につ
ながって生産性を引き上げることにつなが
るのか、ということを、ご経験から話してい
ただければと思う。吉田代表幹事は株式
会社新潟クボタの社長として、会社の中
ではデジタル化を進めておられると思うが、
何をやっていけば、生産性が上がるのか、
についてお話しいただきたい。

吉田　デジタル化と言われても、私は実
はかなりの音痴で、様々な活字や見出し
に DXと書かれていて、私はずっとデラッ
クスと書いてあると思っていた。つい最近、
デジタルトランスフォーメーションというのが
分かって、社員に向かって「これからは、
デジタルトランスフォーメーションだ」と「コー

ポレートトランスフォーメーションをやらないと
いけない」という話をした。

おそらく、この中におられる企業の方々
はこの半年間の経験で経費が下がった、
と明確に認識していると思う。まず、出張
が無くなった。私もこの2月の半ばまで多く
の出張があった。1月から2月の半ばまで
で、香港、ベトナム、ウランバートル、スペ
インに行って来た。今年は何回行くのか
思っていたが、その後はゼロになった。そ
うすると経費が明らかに減った。それか
ら、今まで大阪、東京に行って会議をして
いたのが全部 Zoom や Google Meet な
どでやる。いまだに私は好きではない。そ
れで会議をやると一段と疲れたような感じ
になる。今日いらっしゃる方も、だいたい
年齢的には私と似たような方が多いから、
やっぱり、Zoom でこういうものを聴くよりも、
実際ここで聴いた方が腑に落ちるような感
覚をもっておられる方が多いと思う。

ただ、明らかに経費が落ちた。そうする
と、売り上げさえ落ちなかったら、経費が
落ちた分だけ利益増になる。これは、経
営者は全部理解していると思う。それで、
わが社でも事務員の4割は在宅勤務とし、
ノートパソコンを100台近く買い全社員に
持たせた。スマホだけはほぼ270～280台
セールスサービスに持たせていたから、今
度はこれで全員にやるようにと。セールス
フォースを入れているから、これで見込み
客を共有する。朝礼はやらない。サービ
スマンは現場にいないと修理できないから、

「感染防止に気を付けて」と。
それで、やってみればできる。そこから、

こんな仕事は止め、こんな業務は意味が
なかったから止める、というようになる。こ
の積み重ねの経験が重要だと思う。そう
すると、絶対、不要不急というか、出張も
現実、少なくなると思う。所長会議は以来
一回もやっていない。全部 Web でやって
いる。新津営業所、妙高営業所、佐渡
営業所などに行って、所員を集めて話をし
ていたが、今度は Web で全員、一人一
人スマホで、顧客とはどのようにしている、
見込み客は今どうなっている、修理で今
困っていることはないか、などと話を聞い
て、コミュニケーションをとっている。これも
案外いいなと思っている。こういう積み重
ねで、別段セールスフォース使って見込み
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客を分析してそこから成約する確率がどの
くらいあって、ここに向かってどういう訪問
回数で商談管理をしたらとなどと難しいこ
とを言わなくても、結構できる。こういう経
験は、今まで対面で培った信頼関係にプ
ラス、そういうものを持っていくなど、そうい
うやり方を身に着けていく過程がデジタル
化で、いわゆる佐久田支店長が言われる
のとは少し違うかもしれないが、こなれた
技術、こなれた手法を少し変えながら行く、
という一つになる。実感としてはそういう感
じを持っている

河合　要するに、パソコンを入れたり、ス
マホを持つ、それを利用するだけではなく
て、自分の会社のやり方も変えていくと、
無駄なことをやらないようにすると。

吉田　会社の仕組みや業務のやり方を
変えていくということだと思う。そこで、スマ
ホやパソコンなど、リテラシーの問題という
のは必ずあるが、便利で楽して物が売れ
る。私の会社では結構ベテランでも関心
を寄せている。そういうやり方なのだろうな
と、個人的には思っている。

河合　佐久田支店長のお考えは？

佐久田健司　
はじめに、新潟の企業マインドという話

をいただいた。これは、例えば地域性み
たいなもので、新潟の方は慎重である、と
いうようなことをおっしゃる方もおられる。新
潟に来ると、そういう声を聴くことも少なくな
い。ただ、基本的にはやはり地方経済と
いうのは、大都市圏に比べれば人口減少
も大きく、新規企業の開業率などが必ず
しも高くない。やはり、地域経済、地方経
済が直面している構造的な問題というのを
反映しているかもしれないという印象を私
自身は持っている。

次に、デジタル化について何をすれば
いいのかということだが、金融のことを考え
ると、従業員が少ない企業があるとして、
雪の中をわざわざ遠いところまで車を運転
して、銀行や信用金庫に行って用事を済
ませるのか、という話がある。そういうこと
をしながらも、人手がないので人手不足
で困っている、ということになっているかもし

れない。その一方で、インターネットバンキ
ングはかなり普及をしている。言わば、最
先端の技術ではないが、ある程度の人が
使っている。ただ、今まで使ったことがな
いので、わざわざ遠いところに、雪の中を
運転して用事を済ませているわけである。
このように、去年もそうだったし、先月もそう
だったから、今月もそうしている、ということ
は、結構多くの領域であるように思う。

ただ、そうした状況の中でデジタル化の
課題としていろいろな調査の中で必ず出て
くるのは、やはり、使い方がわからないと
いうことだ。そうすると、デジタル化に移行
する中で使い方を教えたり、何かをサポー
トしたりするという人間の役割は、やはり大
事なのだろうと思う。考えてみると、私が
小学校1年生くらいの時に我が家に電話
が来た。けれども、当時、電電公社の方
が来て電話を引いてくれて、使い方を教え
てくれた。だから電話が安心して使えたの
だと思う。インターネットバンキングであれば
金融機関の方 に々聞けば対応してくださる
と思うし、自分では SNS の使い方が分か
らなくても、お子さんやお孫さんも使ってい
る、ということもある。

今までの折り込み広告のような時間とコ
ストをかけた営業手法とは違い、SNSとい
うのは基本的にはお金がかからないサー
ビスで、発信という意味でも即時性が高
い。非常に広くの人にいきわたるということ
でもある。もちろん、だからといって伝統的
な広告をする意味がなくなるわけではない
が、新しいものでコストが低いものでやって
みて、失敗したからといって特に大きなダ
メージがあるわけではない。そういうものは
ある程度の人は使っているが、よくよく考え
るとうまく使いこなされていないようなところ
があるのではないかと思う。それを使う意
味は売り上げを伸ばすという意味であった
り、いろいろなコストを下げていくというよう
な意味であったりするのだろうが、低コスト
で結構使えるものがある。

そして、それをいわば入り口としてうまく
使っていくことによって、メリットが広がるこ
ともある。例えばインターネットバンキングを
利用することによって、会計自体を、会計
ソフトを入れてより便利に、自動化、機械
化していくということになれば、人手不足
対策にもなる。それは、初めの一歩がある

から、二歩目、三歩目になっていくというこ
とであって、初めの一歩を踏み出していく
と、その先にこういうことがあるというのが
分かるようになる。SNSも、最初に SNS に
アップして、それがすぐに人気が高くなると
いうこともなかなかないが、アップしてみて
どういうところに問題があるのだろうか、な
ぜ人気が出ないのかということを考えるよう
になる。そうすると次の一歩になっていく、
というようなことになる。このように、ものす
ごく高度なことでなくても、それほどコストが
かからないでできるものはある。そういうこ
とをやっていくということが、生活を便利に
していく上では、あるいは企業であれば、
生産性を上げる、ビジネスを拡大していく
という上では、結構有益なのではないかな
という感じがする。新潟県内のいろいろな
企業の方に聞いても、やはり、SNSを通じ
た発信効果についておっしゃる方は結構
おられる感じは、私自身は受けている。

河合　インターネットバンキングの話があっ
たが、私の家では妻も子供たちもインター
ネットバンキングをやっているが、私はハッ
キングや、いつの間にか自分の預金口座
からお金が無くなってしまうのではないかと
心配で全くやってないが、考え方を変えな
くてはいけないということか。

会場の皆様の中で、インターネットバンキ
ングをやっておられる方、手を挙げていた
だきたい。7割くらいの方がやっていらっしゃ
る。ということは私は少数派になって、古
い人間だということか。システムは完全に
信頼できるのか。

佐久田　いただいたご指摘は、いわゆ
る、消費者アンケートのようなものでも出て
くるポイントである。インターネットに関して
必ず出てくる話は、セキュリティと使い方と
いう二つの問題である。その二つのうち
の一つの話をご指摘いただいたと思うが、
感覚としてセキュリティに不安があるという
方は多くいらっしゃると思う。

先ほどの話は一面的に聞こえたかもし
れないが、必ず皆さんが SNSを使って
情報発信をしなければいけない、必ずイン
ターネットバンキングを使わないといけない
ということでは、私はないと思う。例えば、
東京の山手線内で暮らしていることを考え
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れば、歩いて1、2分のところにコンビニが
あったり、金融機関があったり、その他の
いろいろなものがあるような生活環境であ
ろう。そういうところの方であれば、別にイ
ンターネットを使う必要も、大きくはないと思
う。すべて歩いて用事を済ませるというこ
とは、十分可能だと思し、そういう生活環
境の方は、日本の中にそれなりにたくさん
いらっしゃると思う。そういう方と並べて言う
ことではないかもしれないが、地方におい
ては、インターネットのセキュリティが心配な
ので雪の中を自動車で高齢者の方が運転
して用事を足すことをどう考えるか、あるい
はその方もいずれ高齢で運転免許証を返
納した場合にどうやって生活をしていくかと
いうようなバランスの中で考えていくのでは
ないかと思う。

セキュリティに関して心配であるというこ
とであるが、コンピュータ・システムである
以上、人間の作ったものなので100%とい
うことは、私はないと思う。ただ、現金は
落としてしまえばそれ限りということもあるわ
けで、リアルな世界だからリスクがないとい
うことでもない。インターネットバンキングで
使う口座に入金する金額を一定以下にし
ておけば、それ以上に盗られることもない。
そういうところには少額の資金を入れてお
いて、主たる家計の資産運用などは別に
分けて行うということも、そんなにコストを掛
けないでできる。例えば、日頃の送金が2、
3万円で済むのであれば、そういう口座に
10万円くらい入れておけば十分で、そのよ
うに個人がリスク管理することもできると思
う。そのような選択肢もある中で、インター
ネットバンキングを使わないことによって得ら
れていないメリットをどう考えるのか、例え
ば高齢者で運転免許証を返納した方など
はやはり使われた方が便利ではないのか、
といったことになるのではと思う。

河合　もう一つ、佐久田支店長の講演
の中で、これも日銀短観に基づくものだと
思うが、中小企業の企業マインドは大企
業よりも低いということだったが、企業の大
半は中小企業である。これは新潟県に限
らず、日本の中でもそうで、世界的に見て
もそうだと思う。そして中小企業の雇用が
きわめて重要で、全体の就業者の中で中
小企業が一番大きなウエイトを占めている。

したがって中小企業を活性化させていくこ
とが雇用の拡大につながる。菅首相が首
相就任直後、中小企業は生産性が低い
ので統合して数を減らせというコメントをし
ていた。

そして、もう一つの点は、経済構造の
問題からして、新潟は農業が強い、製造
業も強いところがあり、サービス業が雇用
と生産の量面で役割が非常に大きい。し
たがって、サービス業の生産性を上げてい
くということが重要であるし、その中でも中
小企業の生産性を上げていくということが
重要だと。これはいったいどのようにやって
いけばいいのか。

吉田　私は農業に近いので、農業のア
ナロジーでいうと、中小零細農家を守れと
いう声が当然ある。その一方、今、農業
で大きな成果を上げているのは、食料生
産の7割、8割を上げている大規模農家で
ある。ところが非常に小さい農家がとても
多く、どうしてもこちらを守らなければならな
い。それで中山間地を守れという話になる
が、この人たちが離農してしまうと、その
農地を大手が吸収するような形になる。そ
れが上手くいかないと、耕作放棄地など
様々な問題が起きてくるというのが、農業
の現状である。

それと同じようなアナロジーが産業界や
サービス業界にあるのではないかと思う。
そのように見ると、何となく、私は理解でき
るところがある。それで中小企業基本法
がある。これは雇用者数や資本金、また、
サービス業と製造業など業種によっても違
う。それで、あそこにいたほうが楽で、い
ろいろな優遇策がある。今回の政策だと、
中小企業政策という形で出てくる。成長
促進法などの発想でこの中小企業基本法
を考え直したとしたら、別な発展の仕方が
あるのではないか。やはり、どんどん大き
くなってもらう。規模の小さいところに甘ん
じていないで、どんどん大きくなってもらう。
それを促進するいろいろな制度を作ってい
く。そうすると、日本経済二重構造論はも
う古い話であるが、私が大学で学んでい
たころから、大企業と中小企業の二重構
造論は、ずっと言われていた。その根底
には中小企業基本法があるのではないか
と思っている。この辺の見方も、一つのポ

イントなのではないかと思っている。
今回のコロナウイルスだけではないが、

これを契機に今ある中小企業の多くは、
現実は後継者がいない方が多い。だから
やめられない。あるいは銀行に借金がある
からやめられない。そのうち健康を悪くして
廃業する、という悪循環が結構、起きてい
るのが実態である。倒産は少ないけれど
も廃業が多い。それも、意図せざる廃業、
意に沿わない廃業が多い。それならむし
ろ、うまくフェードアウトして、ハッピーリタイ
アできるような法体系があってもいいし、別
途、セーフティーゾーンでやるのもいい。そ
して、そういう資源、ノウハウを成長すると
ころに引き継いでもらうような政策も必要だ
と思う。農業を見ていると、そういう感じが
する。

それとデジタル化で一言だけ言わせて
ほしいのは、反省すべきは行政だと思う。
行政がいちばんデジタル化が遅れている。
昨日の新聞か何かに載っていたが、ハン
コを止められるという話。そんなところから
一つ一つやっていく。

今回の10万円の給付金でも、県庁の
役人に言わせると、いかに我が県民はあ
あいうデジタルを、コンピュータを持ってい
ないかよくわかったと言っている。それは、
あなたたちが持ってないからではないの
か。行政がもっとデジタル化すれば、県民
はついてくる、という思いもある。この辺か
ら、「隗より始めよ」を実践してもらう。これ
は重要だと思う。

河合　佐久田支店長、中小企業、ある
いはサービス業について、意見を伺いた
い。

佐久田　中小企業の生産性をどのように
とらえるかということがあると思う。一つは
先ほど言ったように、人がわざわざ遠いと
ころまで自動車を運転して用事を済ませて
いたことを、インターネットで済ませれば生
産性が上がる、というのは、直感的に分か
りやすい生産性の上げ方だと思う。ただ、
実は生産性の上げ方というのはいろいろな
ものがあって、例えば同じタクシー1台でも、
1日5人乗るタクシーと10人乗るタクシーとい
うのは10人乗るタクシーの方が利益が大
きいので、生産性は高い。でも、やってい
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ることはタクシー事業で同じである。
何を言っているのかというと、売り上げを

増やすということは実は生産性を上げると
いう効果がある、要するに、客がたくさん
来てくれるということでも生産性は上がりうる
ということである。そうすると、地方経済と
いうのはやはり人口減少に直面をしている
ので、例えば、同じ町の中で、同じように
商売をしていると、どうしてもそれを買ってく
れる人、利用してくれる人というのは少なく
なるので、売り上げが減っていくということ
になる。それをどうやって考えていくかとい
えば、一つは商圏を拡大しようということに
なるわけで、これは先ほどから話が出てい
るデジタル化のような話がある。歩いてお
客さんが来る、車でお客さんが来るという
だけではなくて、例えばインターネットを通じ
て販売をするというのは、商圏を拡大し売
り上げを増やすということになる。そのこと
で、同じ一人の人が働いていても、売り上
げが増える、それによって、収益が増える、
それでその人の生産性が上がる、という
一つのやり方だと思う。

もう一つは、商圏を増やすというよりも、
いわば、仕事の中身を変えていくということ
だと思う。より需要がある分野に仕事の中
身を少しずつ変えていくというようなことが、
あるのではないかと思う。

日本はよく、世界の中で長寿企業が多
いと言われることがある。長寿企業と言っ
てもいろいろなものがあるが、業態を変え
ながら長く生きている企業もたくさんある。
日本銀行に就職した年、私は松本支店に
配属になった。長野県では昔、繊維業が
盛んだったが、繊維業が衰退してくると、
同じ会社が例えば精密機械や電気機械
へと業態転換をしていくことによって長い
業歴を保っているという例があった。名前
は繊維業のような会社だが、実際には例
えばコンピュータの部品を作っている、とい
うような例である。このように業態を変えて
いくということは、生産性を上げるもう一つ
のやり方で、どうしても需要が伸びない分
野から少しずつ需要が高い分野にシフトし
ていくということが、一つの解決になる。

そうしたことをしていくうえで、吉田社長
から先ほど話があった、後継者という話が
大事になるのだろう。従来の考え方で経
営しているところに、やはり後継者であった

り後継者候補になる方だったり、あるいは
若い方が新しい考え方や新しいものの進
め方というのを持ち込んでいくことが、一つ
の契機になって、需要が高い分野へのシ
フトが進んでいる例というのはそれなりにあ
るように思う。デジタルの話もしたが、それ
と同時に「人」という面、特に新しいアイ
デアや発想が「人」によって取り込まれて
いくということも大事なのではないかという
風に思っている。

河合　少し違うデータを申し上げたい。
2017年 度の新 潟 県の県 民 総 生 産で
GDP にあたるものだが、それは8.99兆円、
約9兆円であった。2019年度のデータは
まだ出ていないが、日本経済全体と同じス
ピードで拡大したとすると、2019年度は9.2
兆円ほどだと考えられる。その値はどういう
値かということを北東アジアの国と比べて
みた。ドルベースで言うと、新潟の2019年
の GDP、9.2兆円にあたる額は850億ドル
である。北朝鮮は300億ドルなので、実は
北朝鮮は新潟のGDPの3分の1くらいとい
うことになる。北朝鮮の人口は2500万人
以上いて、新潟の人口は220万人くらいな
ので、人口は10倍以上だが、GDP の規
模は3分の1くらいになる。また、モンゴル
の人口は330万人で新潟の1.5倍くらいに
なるが、GDP は140億ドルで新潟の GDP

（850億ドル）の約6分の1である。もちろ
ん、中国経済は非常に大きい経済で、ロ
シアも韓国も大きい。ただ、このように見る
と、新潟の経済は北朝鮮やモンゴルをは
るかに上回る経済規模があるので、もっと
北東アジアの国、あるいはほかのアジアの
国からも惹きつけられる潜在性を持ってい
るのではないのか。

新潟市は政令市の中でも、外国人の
居住比率が非常に低い。新潟県もおそら
く低いと思うが、もっとインバウンド外国や
人を取り込むことができるだろうし、北東ア
ジア全体の中で、新潟は実はもっと活躍で
きる潜在性を持っているのではないかと感
じる。

吉田社長、日本と北東アジア、新潟と
北東アジア、新潟のポテンシャルについて
お考えをお聞きしたい。

吉田　戦後の中で、北東アジアと新潟が

疎遠になってしまった。戦前、新潟は北東
アジアの玄関口であった。今、新たに開
国をしつつある、そうした状況だと思う。

先ほど佐久田支店長がおっしゃたよう
に、生産性というのは一人当たり売上高、
一人当たり利益ということなので、一番
手っ取り早いのは、売り上げを伸ばすこと
と言われた。販路を拡大したり、市場を
拡大することで、そういう意味ではインバウ
ンドも輸出も結局同じことになる。だから、
北東アジアと経済交流、貿易、インバウン
ドをするというのは、イコール売り上げを伸
ばす大きな要因になるわけで、これは重要
なポイントだと思う。

実際、我が社には今モンゴル人が3名、
カザフスタン人が1名の社員がいる。いず
れも、比較的若く、事業創造大学院大学
や新潟工科大学などに留学経験者を採
用し、それぞれ活躍してもらっている。我
が社の米販売の輸出、それから国内の
Amazon 等でいろいろSNS 上でネット販
売しているのは、ほとんどが彼ら彼女たち
である。既存の社員ではできない仕事を
彼ら彼女らは非常にスムーズにこなしてく
れるので、我が社には非常にプラスになっ
ている。こうした経験をいろいろな企業が
やることが重要ではないかと思う。おっしゃ
るように、外国人がもっと来ることによって、
文化が変わったり、習慣が変わったり、様々
なアイデアが出てくるというのは事実で、こ
れは基本的に進めていくべきだろうと思っ
ている。

佐久田　例えば、日本と海外のつなぎ方
の一つとして居住外国人というのは、当然
ある。それは一つの選択肢であるが、お
そらくは、ウィズコロナあるいはポストコロナ
というような世界、あるいはそもそも新型ウ
イルスがなくてもということだと私は思うが、
日本と海外のつながり方が多様化していく
ということなのではないかと思う。伝統的
に、国際的な産業の協調のあり方には、
もちろん、人が行き来するということもある
し、もう一つはモノが行き来する、輸出入
というのがある。伝統的な国際的な分業
というのは、いわば部品を日本から輸出す
る、あるいは部品を日本から買ってくるよう
な形で、いわばモノの輸出入として現れて
きたということだと思う。
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ただ、それ以外の連携の仕方というの
もいろいろあるような気がする。例えば、日
本でソフトウェアを作るときに、ソフトウェア
の開発にはどうしても人手がかかる部分
がある。そういうスキルや労働力が豊富で
あって、日本よりもコストが低いところと、デー
タをやり取りしソフトウェアのプログラミング
を進めるという形での国際的な分業もあ
る。これは輸出でもないし人が行き来する
わけでもないが国際分業ではある、という
話になるのではないかと思う。あるいは人
が直接的に行き来をしなくても、先ほどか
ら話題に出ているが、オンラインでのやり取
りのようなことがあれば、それがより効率的
に国際的なつながりを深めるということがあ
ると思う。

つまり、どれが良いとか悪いとかいうこと
ではなくて、日本と海外とのつながり方は
多様化していくし、そのように選択肢が増
えることは基本的に良いことである。その
うえで、そうした選択肢をよりうまく使った人
がおそらく勝つだろうと、そのようなことが起
こるのだろうという感じがする。

アジアについて補足的に二つのことを申
し上げると、一つは、やはり経済成長や
食生活の向上が著しいということではない
かと思う。日本からすれば、先ほどコメの
輸出の話なども伺ったが、そういうマーケッ
トとしてのポテンシャルというのがある。こ
れは、日本の人口が減少している、あるい
は経済成長がどうしても成熟期に入ってい
るということとの対比で出てくる視点なのだ
ろうという感じがする。

それからもう一つ、個人的に思っている
こととしては、高齢化をどうとらえるかとい
うことである。日本はほかの国に先駆けて
高齢化がかなり進んでいる社会である。
先ほど食のことを申し上げたが、例えば、
食と高齢化のようなことを考えても、いろい
ろなことがある。高齢の方は、より健康に
注意をしたような食の在り方を求めていくこ
ともあるし、あるいは調理時間を節約した
いということもあるかもしれない。あるいは
火を使うのは少し心配だ、ということもある
かもしれない。あるいは一人で住んでおら
れる高齢者はどういうふうに楽しい食事を
するのだろうか、ということもある。こういっ
たことは課題としてあるが、それに対して
十分に社会がというか、我 日々本だけでは

なくて、内外の社会が十分にその答えを
与えられているかということは、例えば自分
の親の生活を見てもどうなのだろうかなと思
うところはある。日本は世界に先駆けて、
という言い方がいいのか分からないが、
非常に高齢化が進展するのが速い国で
ある。ところがアジアについても、特に中
国はそうだが、必ず高齢化が進んでいくと
言われている。人口動態は非常に確実な
ので、必ずそのような未来が来る。その時
に、日本の経験を、どのようにアジアに提
供していくのか、それによってアジアの方々
との結びつきをどのように強めていくのか、
というのは一つの大事なテーマであり、先
ほど食のことを申し上げたが、例えば新潟
と食と高齢化とアジアをどのように考えてい
くのだろうか、という感じはするところであ
る。

河合　それでは、会場の方々から質問、
コメント、あるいはご意見等を受けたいと
思う。

Q.一つ、感想であり、またお願いをさせて
いただきたい。私の仕事は、24時間いわ
ゆる通信が必要で、24時間リアルな人の
駆け付けの仕事が必要で、そのベースは
エネルギーになっている。一見コロナとは
関係ないようだが、実は、おおありで、い
ま私共で取り扱っている新しい商材は期
せずして、オゾン発生器というものを弊社
で取り扱っている。そのオゾン発生器は、
エネルギー、電気が必要で、エネルギーと
コロナにかけ合わせてみると、また一つ見
えてくるものがあるというふうに思っている。
デジタル化もやはりエネルギーが基盤に必
要かと思う。そして、新潟県経済というこ
となので、そこに様 な々要素をかけ合わせ
てみると、新潟、そしてコロナ、エネルギー、
先ほど経済の活性化というキーワードもか
け合わせてみると、やはり、新潟県単県
だけでできた時と、それから今後エリアで
展開していかなければならない場面も出て
くると思っている。例えば今話に上がった、
新潟にエネルギーを供給している東北電
力は、支店が宮城、新潟、秋田、山形に
ある。今日講演いただいた日本銀行は、
近県では秋田、仙台、福島、前橋、松本、
金沢支店の7カ店とあると思う。こうしたも

のをかけ合わせてみると実は、近くにいろ
いろな形での、いわゆる今後いっしょに展
開できる仲間がいる。これは私の持論でも
あるが、そのような面があるのではないか
と思っている。

実は今日、福岡の友人から1本の電話
が入り、「おいしいリンゴの原液を中国に
送りたいが、知っている人はいないか」と
いう問い合わせがあった。青森にも友人
がいるし、新潟にもリンゴ農園をやっている
方がいるので、そうしたところに当たってみ
ようと思っている。いろいろなところで、か
け合わせみたいな、吉田社長の「積み重
ね」ではないが、そうしたデジタルの前の
基盤づくり、一つ一つの積み重ね、人と人
との出会い、交流、観光というのは一つ
の新しい光との出会いという意味もあると
思う。そういうことで、単県、新潟県と対
岸、新潟県とどことどこというような局面で
できている部分と、これからゾーンで考え
て新潟県を囲んだエリア、その向こう側に
は ERINA の研究対象の経済圏になって
いくと思う。ERINA のような経済団体の
方々が、日本銀行の支店があるようなとこ
ろのエリアの方 と々一緒に、いろいろ形で
人と人とが出会ってそこで商売の話をする
中で、また新しい光が出てくるのではない
かと思っている。またご一考の機会をいた
だければという風に思っている。

河合　たいへん貴重な意見だと思う。ほ
かのコメントや質問を受けたい。その後で、
まとめてお二方からレスポンスをいただきた
いと思う。

Q.ウィズコロナ社会ということで、コロナが
なければなんのことはないが、この度は残
念ながらコロナということで、しかもこのコロ
ナは当分続くというか、なくならないというと
いうようだ。その中で、個人の生活もさるこ
とながら、企業活動に大きな影響を与えて
いて、まさにこのコロナ禍で企業が淘汰さ
れるのか、されないのか、これを選択され
る場面なのだろうと思う。

ここで何とか生き残るために、各企業は
様 な々努力とチャレンジ、あるいは、国・行
政を挙げた支援も含めて、いろいろなチャ
レンジをしながら生き残りをかけている。し
かし、それも含めて頑張ったものの、残念
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ながら淘汰されてしまうというところもあると
思う。したがって、このコロナ社会でどうし
ていくかということは、まずは現状、果敢に
チャレンジして生き残りを図ってもらうという
ことが必要だし、それも、むしろ攻撃してい
くことが必要だ。攻撃は最大の防御とも言
う。あるいは、逆に今度、守りだけだと守
りは衰退の一途ということで、守っていて
はダメで、いかに攻撃していくかということ
だと思う。既に私が申しあげるまでもなく、
多くの皆さんが攻撃して、努力されている
方もたくさんいらっしゃると思うが、残念な
がら守りにとどまっておられる方も、相当大
勢いらっしゃると思う。したがって、守りか
ら、いかに攻撃の姿勢に転換してくか、こ
こは県民性あるいは人間の考え方にもよる
が、そこを乗り越えていただけるような行政
の政策も必要だろうし、または ERINA の
ようなシンクタンクのいろいろな情報提供、
あるいは、攻撃して頑張っておられる企業
の皆さんのうしろ姿を思いっきり示していた
だくなど、そういったことが、特に新潟県に
は必要なのではないかなというふうに感じ
た次第である。

河合　守りから攻めへ。そのためには何
が必要か、という話をいただいた。

お二方から質問の回答とコメントをお願
いしたい。

吉田　直接の回答にはならないと思うが、
まず一つは、今のコロナショックをよい意味
での黒船ショックとして見てみたい。たとえ
ば、デジタルでも、手本があるわけで、エ
ストニアなどいろいろな国で行政は既にデ
ジタル化をしているところがある。それを真
似すればいい。こういうのは日本は得意な
ので、どんどん取り入れるというのが一つ。

もう一つは、こういう時いろいろなチャレ
ンジをするというように、経営者自身がアニ
マルスピリットをもって新しいものに取り組ん
でみること。例えば今、新潟で ANA が
何千億の赤字、JAL が何千億の赤字と
いうさなか2年後、2年半後くらいに新しい
航空会社をつくろうという動きがある。その
頃になれば、ある程度人の動きは出てくる
かもしれないし、新しく作るので累損もない
し、技術も安くなっているし、今だからこそ、
そういう新しい航空会社をつくるということ

で、こういう動きは今、出始めている。いろ
いろな場面でいろいろな経営者が挑戦し
ていく。こういうところから新しい活路なり、
新しい産業、あとは第二創業、第三創業
が生まれる。まったくゼロからは難しいけど、
後継者、世代交代を機に、新しい産業に
持っていく人を応援するなど。このようなも
のが取り組みやすいポイントなのかな、と
私自身周りを見て思っている。

佐久田　一つは近隣との連携というお話
をいただいたのだと思う。もちろん地理的
に近いところは行き来もしやすいし、いろ
いろな意味で環境が似ているので、そうし
たものは当然、有益だろうと思う。ただ、
私自身は同時に、やはり離れているところ
を見ることも大事なのではないか思ってい
る。

今日、例えば、新潟市と人口が似た自
治体の人口密度とか高齢化率をお話の
中で取り上げたが、例えば私は宮城県出
身なので、宮城県の人はというと、山形が
どうか、岩手がどうかなどと言って近いとこ
ろと比較する。ところが近いところというの
は、自然条件や産業構造等がどうしても
似ているので、自分の近いところを見てい
るだけだと、新たな発想が出づらいように
思う。

私自身が新潟に来て何回か申し上げた
ことがあるが、自分は宮城県出身で、今
新潟県に住んでいて、長野県で勤務した
こともあるし、京都府にも住んだことがある。
これらは、日本の都道府県の人口でいうと
13位、14位、15位、16位で、同じような
規模である。ところが、同じような200万人
前後が住んでいても、京都府と新潟県は
こんなに違うのかと思う。そうすると、なぜ
京都はこうで、なぜ新潟はこうなのかという
ようなことから、新しい視点や発想が生ま
れてくることもあるように思う。つまり、近くを
見るということも、近くと連携するということ
も、当然大事ではあるが、少し遠くを見て
いくということも、私自身は有益なのではな
いかなという感じがしている。　　

もう一つは、企業が前向きになるために
どうしていくかという話ではないか、と思う。
この間のいろいろな公的な支援等のあり
方を見ていると、この半年間、ご指摘のよ
うな視点も織り込んだものだと思うが、なに

がしか、支援のあり方というのも、変わって
きているように思う。

新型ウイルスの感染というのは、新潟で
は2月29日に初めて起こったが、その半月
前くらいに私がイベントに参加した時には、
ウイルス対策をそんなに心配していなかっ
た。その後半月で新潟県に感染者が初め
て確認されることになり、いわば天から降っ
てきたような突発的な事態であったと言え
ると思う。そういうような突発的な事象が起
こった時に、何か対応するというのは、個々
の事業者の方にはなかなか難しいから、
いわば一律に支援をしてさしあげて、何と
か、まずはしのいでいただきたい、というこ
とがまずは大事になったのだと思う。

ところがそれからだんだん時間が経って
きているので、いわば事業者の方 も々いろ
いろなことを考えられたり、いろいろなこと
に取り組んでいかれたり、そのための時間
的な余裕も出てきているところなのではな
いかと思う。市場経済においては、必ず
需要や収益があるところに経済活動は流
れようとする。そこに対して頑張っている人
に支援をしていく。いわば経済活動を後
押ししていくような形での、促していく形の
支援にしていくことが大事だと思うし、いわ
ば一律に支援することから、様 な々、支援
の条件の設定の仕方など、民間の経済
活動が、おのずと需要がある方向に、収
益がある方向に流れ行くのを促すような形
で、いろいろな支援が行われていく方向に
変わっているように思う。私自身は様々な
報道などで、いろいろな県や国の支援策
を見ていてもそういうふうな感じに変わって
きていると思うし、そのような形で後押しを
してさしあげることが大事なのではないか
と思っている。

河合　時間が来たので、このあたりで談
論を終わりたいと思うが、2、3分お借りし
て、今日の話の全体のまとめと私が感じた
ことを申し上げたいと思う。

日本全国そうであるが、新潟県でも経
済の落ち込みが非常に大きいことが佐久
間支店長から示された。とりわけ、対人
サービスの分野での落ち込みが厳しく、コ
ロナ禍で淘汰されかねない企業が増えて
いる。その多くは当然のことだが中小企業
である。
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そして、新潟県は高齢化比率が非常
に高く、人口減少が続いている県である。
そうした構造的な問題がある中で、コロナ
禍が経済活動への下押しをしているという
状況にある。こうした点を踏まえ、新潟県
はどのようにやっていけばいいかということ
が、今日の議論の中心的なトピックだった。
行政としても、差し当たっての短期的な対
応だけでなく、長期的な視点から多面的
に対応策を打ち出すべきではないか、とい
うことだったと思う。

まず第一に、デジタル化は企業の生産
性を上げる上で非常に有効な手段である
ことに同意があった。ただデジタル化を成
功させるには、それを採用する企業がイン
ターネットや SNSを通じて自社の販売を増
やすことに加え、自社の事業や業務のやり
方を適切な形に変えていかないといけない
ことが論じられた。そして行政のデジタル
化がやはり重要で、行政の努力が欠かせ
ないが、民間も行政がやっていないからと
いってやらないのではなくて、どんどんデジ
タルトランスフォーメーションを進めるべきこ
とが指摘されたと思う。

第二に、国や地方の中小企業政策とし
ては、吉田代表幹事より、中小企業を保
護するという視点から、規模の拡大に向
けた成長促進の方向に転換することが重
要だという指摘があった。中小企業自身と
しても、業態を需要の伸びない分野に留
めるのではなく、需要の伸びる分野に積
極的に転換していくという攻めの発想をも
つことが奨められた。そのためにも、外国
人従業員を増やすなど多様な文化や習
慣に触れて絶えず新しいアイデアを取り込
み、会社や仕事のやり方を変えていく必要
があると。

第三に、フロアからのコメントの中に、エ
ネルギーの問題も重要ではないかという指
摘があった。数日前に菅首相は2050年ま
でに二酸化炭素など温室効果ガスの排出
量を実質ゼロにすると述べた。首相の所
信表明の中にもそれが出てくるのではない
か。エネルギーというときには、これからは
再生可能エネルギーをもっと増やしていか
なくてはいけないということなのだと思う。な
るべく石炭など化石燃料を減らして、再生
可能エネルギーにシフトして行く、あるいは

分散型のエネルギーの供給もしっかりやっ
ていくということではないか。

そして、新潟県を北東アジアの中でどう
いうふうにつなげていくかという話もあった。
インバウンドや外国人をどのように取り込ん
でいくか。そして、新潟は食や農業で非
常に強く、製造業でも競争力の高い企業
が多い。その中で、デジタル化、中小企
業振興、再生可能エネルギーなどと組み
合わせて、新潟の強みをさらに発揮させ
ていくことが重要なのだと思う。

EU やアメリカのバイデン大統領候補は
「ビルドバック・ベター」という表現をしてい
る。コロナ禍に対応するにあたっては、よ
り良い仕組みや制度をこれから作る方向
に再建していこう。再建するときには、古
いものをそのまま再建するのではなく、ベ
ターな形で再建しよう、ということを言って
いる。やはり、新潟県も同じような考え方で、
そしてコメントの中にあったように新潟県だ
けでやるよりは、ほかの県と連携してやっ
た方がいいようなところは連携して経済の
再建を図るべきだと思う。
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